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保護貿易論において様々な経済的理由から産業保護が主張される。労働が
相対的に稀少な国にあっては，雇用問題の解決策として輸入競争産業の保護
が求められることがある。その理論的根拠は，周知のようにストルパー＝
サミュエルソン定理から与えられる。しかし，産業保護は港在的競争企業に
とって参入障壁を創出することになる以上，保護産業における集中度を引上
げ，産業組織の観点から良くない成果をもたらしうる。もっとも，いわゆる
「関税工場」論にみられるように，外国企業が輸出機会と代替的な直接投資
機会をつうじて参入する場合も考えられ，市場成果の悪化をひきおこさない
可能性を全面的に否定できない。
最近ヒティリス (Hitiris(1979]）は産業保護および産業集中の労働集約性
に及ぽすインパクトに関して経験的検証を試みた。そこでは労働集約性の代
理変数として労働コストが用いられている。本稿は一般均衡独占モデルを用
いて，保護と労働コスト，労働集約度の関係を明らかにすることをねらいと
する。換言すればヒティリスの実証分析の理論的背景を吟味することに主目
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的がある。まず次節で基本モデルが呈示され，第皿節では保護と労働コスト
の関係，第1V節では労働コストと労働集約性との対応性が検討される。
n 一般掏衡独占モデル
以下の分析にあたっては，ジョウンズ・タイプの比較静学2財モデルを「財
市場における独占」の仮定を導入し，拡張したモデル (Batr狐1973〕， chap.
11)が用いられる。
以下でひんぱんに使われるノーテーションは次の様である。
L：労働力人口
K:資本ストック
X正輸入競争財の産出水準
Xが輸出可能財の産出水準
w：賃金率
r:資本レンタル
P,: j財の独占価格 (j=M,E)
aii : j財生産における i生産要素の投入係数 (i=L,K)
(jiJ : j財生産における i生産要素の貨幣的シェア
a.;: j財部門における産出ー単位あたりの独占利潤
e;: j財の需要の価格弾力性
‘i: j財生産における要素の代替弾力性
本モデルでおかれる諸仮定は，財市場における純粋独占を除けば国際貿易
の標準モデルにおけるそれらとみな同じである。かくして生産要素の完全雇
用条件は完全競争の場合と同じく，
aLM応＋aLEふ＝L
aKMX叶 aKEふ＝K
で示される。
一方，価格方程式は独占利澗を含み
? ー ? 、 ー ??（（?
aLiw+akir+azi=Pi (3) 
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となる。そこで a冗；が (P;／e;）にひとしいことは容易に確められよう。
ここですべて消費者は同一のホモセティックな効用関数をもつものと前提
し，単純化のため，それは C.E.S.クイプであるとする。かくして社会的効
用関数は
U = (aX;J+bX;り-1/P (4) 
と表硯される。ただし， a,b, flはa,b>O, -l<fl<oo, fl=I=o, となるよう
なパラメークであり，両財間の需要の代替弾力性、Dは 1/(l+fJ) に等し
い。計算の便宜上，以下では a/b=lの仮定をおく。
いま所得制約式を考慮し，（4)式をラグランジェ乗数法を用いて， Xjに
ついてとき，その解を Pjに関してそれぞれ偏微分すれば， ejについて
和＝（1＋ヽDPP•D)/(l+P的） (5) 
叙＝（1＋ヽDp-P•D)/(l+P-P•D) (6) 
が得られる。明らかに， dD>lのとき ei>1である。かくして独占掏衡の
存在の必要十分条件は f3<0であり，財の相対価格 P(=PM/PE)が与えら
れると， eiはユニークに決定されることが解る。
皿保護と労働コスト
前節で示されたモデルを比較静学へ拡張し，財市場における独占の存在に
もかかわらずストルバー＝サミュエルソン定理が成立することを示しなが
ら，保護水準と労働コストとの関係について先験的な予想をなしうる否かを
明らかにしよう。
価格方程式(3)式を全微分し，最小単位費用条件9 (}Ljaij+(}Kjaも＝0
（ただし＊は変化率タームを意味する。）を用いれば，
(}L;W*+(}K;r*= Pj(l-(}冗j)＋(}”;ej (7) 
が得られる。そして明らかに (}Li+(}kj+(}zj=1である。両財について (7)
式を連立で解けば，
閉 (W*-r*）＝ -C(1-0冗E)（1-0冗u)P*-{}心 (1-{}冗M)e;
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+o辺（1-い）e記 (8)
そこで 101は連立方程式(7)の係数の行列であり， 101=1:ば°“|OLM OKMlo 
そして各需要弾力性がその相対価格の単調増加関数であることが示されう
る。すなわち，（5),(6)式を全徴分すれば
e; ＝ー [B吋pP•D/ (1+ pP•D) (1十ヽ DP99D)JP*
=-A記＊（ふ＞0) (9) 
et= （伊ヽ；p-P•D/ (1+ p-P•D) (1 十ヽoP-P•D)JP*
=AMP*(AM>O) (10) 
いまこれらを(8)式に代入すれば要素の相対価格 (I)）の変化と財の相対価格
(P)の変化との間のユニークな関係が導かれる。それは
c*=w*-r* 
= -〔(1-0.E)（1-0.M)＋0心 (1-0,M)AE
+fl.M(l-fl<E)A心P*/101
= -(Q/lfll)P*(Q>O) (11) 
ところで労働の分配シェア ((JLJ=OLJW/P;)で定義された労働コストの変
化率は輸入競争財部門において
0tM=w*-Pt+atM (12) 
で示される。先述の最小単位費用条件を両財における要素の代替弾力性ヽハこ
関する定義から財市場独占のケースでは
aわ＝ー OKMaMw*/(1-0鵞M) (13) 
となる。ここで (11)式を (13)式に代入すれば， a!Mが P*クームで書き直
される。すなわち，
aL、=f)KM‘MQP*／〔|f)|（1-f)云M)〕
が得られる。
(14) 
次に atMと同様に，（w*-Ptt) をP*クームで示すためには，（7）式を
連立で解けばよいから，結局
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w*-P.:i=-〔(1-fJ<E)fJKM+fJKM(jzEA叶 f)KEtJ.MAMJP*/181
= -RP*/181 (R>O) 
w*-P;=- 〔（1-(j•M)(jKE+(jKM{)心ふ＋f)KEtJ.MAMJP*I I(j|
= -R'P*lfJI (R'>O) 
r* -Pt= C (1-tJ心）f}LM+fJLMf}心ふ＋tJiEtJ,MAMJP*I I tJ I 
=SP*/181 (S>O) 
r*-P;＝〔（1-fJ.M)fJLE+fJLMfJoEAE+fJLEfJ.MA心P*/181
(15) 
(16) 
(17) 
= S1 P* /18 I (S'>O) (18) 
が得られる。いま輸入競争財部門における保護措置によって輸入競争財の相
対価格が上昇したとしよう。したがって P*>Oである。輸入競争財が輸出
可能財に比して労働集約財であるならば，すなわち lf)|＜0であるならば，ぃ
ずれの財価格で測っても賃金率は上昇し，資本レンタルは下落する。けだし
その場合 w*-P1'>0,r*-PJ<Oが成立するからである。かくしてストル
パー＝サミュエルソン定理は完全競争の場合と同様に強い意味で成立しう
る。
(14)式と(15)式から労働コストの変化は
{}!N=CQOKMdM-R(l-0,M)JP*/CIOI (1-0心〕（19)
であるから，労働集約的な輸入競争産業の保護を想定するならば， P*>O,
IOl<Oとなる。 Q,R,OKM,、M,1-0道がみな共通して正の符号をもつ以上，
分子の角括弧の項の符号は不確定である。そこで Q,Rの定義を用いてこの
項を書きあらためると，
QOKM‘M-R(1-0心
=C(l-0心(1-0,M)Ou叶 {},EOKM(l-0心 AEJ(aM-1)
+C(l-0心）0KM‘M-（1-0冗M)0KBA砂•M (20) 
となる。
ここで右辺第2項のうち，角括弧の項に含まれている (1-0心）OKMー (1-
。,M)O丘が101fこひとしく，かつ第1項のうち， 角括弧の項が常に正の符号
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をもつことに注目すれば， f)KMdM-R(l-1}.M) の符号は “~1 の下で負，
“>1の下では不確定となることが知れる。
結局，輸入競争財が労働集約財の場合 c1e1<0)，輸入襲税による輸入競
争財価格の相対的上昇(P*>O)は，輸入競争財部門での要素代替の弾力性が
1 より大きくないかぎり (dM~l) ， 輸入競争財部門の労働コストの上昇を
ひきおこす (f)!M>O)。
ひるがえって，完全競争の下では明らかに Q=l,R=f)KM となる以上，
輸入競争財部門での要素代替の弾力性が 1より小さいかぎり (dM<1)，輸入
競争財部門の労働コストの上昇をひきおこす(I)訟＞0）。
w 労働集約性と労働コストの対応性
前節における産業保護の労働コストに及ぽす影響に関する分析から，産業
保護の賃金水準に及ぽす影響についてはストルパー＝サミュエルソン定理か
らじかに導かれうるが，労働コストに及ぽす影響についてはそうではないこ
とが明らかであろう。
そのことは産業保護の労働コストに及ぼす影響を示す(12)式をみれば容易
に理解されよう。ストルバー＝サミェエルソン定理が独占の下でも一貫して
成立しうることが今や明らかである以上，その相対価格が上昇する輸入競争
財が労働集約財であるとき， w*>P~>P:>r* である。かくして (12) 式右
辺のうち， w*-Ptの項は正の符号をもつ。しかし，（13)式から明らかなよ
うに， a訟は負の符号をもつ。結局， 0訟の符号をストルバー＝サミェエル
ソン定理からじかに確定できない。
さて以下では，労働集約性と労働コストとの対応性について論じる。けだ
し，実証分析において便宜的なのは物理的タームの要素集約性よりも貨幣的
タームのそれであるからでる。
完全競争モデルでは労働集約性と労働コストとの間に対応性がみとめられ
る。いま
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|(jI =wr(kM-kE)/(PMP辺LMaLE)
=(jLE(l-(j•M)-(jLM(l-(j.g) (21) 
である，競争条件の下では (j”;=Oであり，それ故ら＞kMならば (jLM>(jLE
となり，相対的労働集約性と相対的労働コストとの間にはユニークな対応関
係が成立する。しかし，独占条件の下では必ずしもそうではない。けだし，
たとえ (jLE>(jロの場合でさえ，（1― (j心）が (1-(j•M) よりも十分に大きけ
れば， 1(jl<O,すなわち kE>知となりうる。かくして財市場において独
占が存在する場合には相対的労働集約性と相対的労働コストとの間にユニー
クな対応関係が連続的に成立するとはいえない。したがって，労働集約性の
代理変数として労働コスト（労働の分配シェア）を用いることは適切ではな
いといえよう。
しかし付言すれば，利潤極大化行動がとられるかぎり，生産要素の相対価
格の変化に応じた要素集約性の変化は，完全競争の場合も独占が存在する場
合でも同じである。すなわち独占の下では
ati= -f)K和 (w*-r*）／(1-f)ii)
aも＝f}LJり(w*-r*)/(1-8.;)
であるから，資本集約性の変化は
紆＝aも一at戸 ‘;(w*-r*)
(22) 
(23) 
(24) 
で示される。この関係は完全競争の場合 (0.,=0)における要素の相対価格
の変化に伴なう資本集約性の変化と全く同一である。
V 結論
本稿で展開された分析から導かれた事柄を要約すると，次の 2点が指摘さ
れよう。
第1に，完全競争・独占いずれの場合においても，財価格の相対的上昇が
輸入競争財生産における労働コストの上昇をひきおこすのは，要素代替が非
弾力的な場合に限られる。
第2に，独占の下では完全競争の場合と異なり，物理的労働集約性と貨幣
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的労働集約性のコンシィステンシィは必ずしも保たれない。かくして，産業
保護の労働集約性に及ぼす影響を考察する際，その代理変数として労働コス
トを用いるのは適切ではないといえる。
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